
人 km

人

人 km 配当割交付金

人 株式等譲渡所得割交付金

％

％

人 特別地方消費税交付金

人 自動車取得税交付金

地方特例交付金

分担金及び負担金

使用料

公債費負担比率（３ヵ年平均） 手数料

実質公債費比率（３ヵ年平均） し尿処理 国庫支出金

起債制限比率(３ヶ年平均) ごみ処理

積立金現在高 火葬場

地方債現在高

1,358,912 △ 26.9  

6,050,519 2.6  

一　　般　　職　　員　（平成２７年４月１日現在) 特　　別　　職　　等　(平成２７年４月１日現在) 諸収入 993,307 3.0 12,899 0.1

13.3  うち人件費 6,209,060 18.7  5,018,429 26.6  

34,992,307 △ 5.1  

繰越金 197,179 0.6 0 0.0 174,017

437.0  歳　　出　　合　　計 33,222,212 99.9  19,622,386 96.7  

0.0  

債務負担行為額 1,655,600 繰入金 391,656 1.2 0 0.0 72,940

281.0  失業対策事業費 0 0.0  

臨時財政

対策債

1,423,900

△ 26.2  

49,583,022 常備消防 寄附金 21,140 0.1 0 0.0 5,548

168,268 0.5  

参

考

減税補て

ん債

0 228,057

0

0.2 10,339 0.1 121,929 △ 40.5  災害復旧事業費

10.2  104.0 2,875,800 18.3  

実質単年度収支 307,643 357,805 9,610,728 財産収入 72,534

0 0.0 1,985,014 △ 0.3  うち単独事業費 3,401,718

14.8  6,544,190 △ 24.8  

積立金取りくずし額 0 0 10.7 都道府県支出金 1,979,126 5.8

122,372 △ 27.6  

繰上償還金 0 0 15.2 2,975,674 8.9 0 0.0

368,537 △ 9.5  うち人件費 88,642 0.3  ※ 減税補てん債及び臨時財政

対策債を経常一般財源等から

除いた場合の経常収支比率4,217,324 △ 29.4  普通建設事業費 4,922,085

△ 24.8  

積立金 244,000 340,000 23.7 事務処理の共同処理の状況 333,682 1.0 0 0.0

投資的経費 5,090,353 15.3  ※ 経常収支比率 96.7 6,772,247668,589 2.0 24,802 0.1 676,266 △ 1.1  単年度収支 63,643 17,805 公債費比率（３ヵ年平均） 14.8

28,131,859 84.6  19,622,386 96.7  28,220,060 △ 0.3  1.6 0 0.0 523,504 2.6  小　　　　　　　計

0.0  0 0.0  

実質収支 206,463 142,820 実質収支比率 1.0 地方拠点都市地域 537,318

8,270 △ 16.6  前年度繰上充用金 0 0.0  0交通安全対策特別交付金 6,898 0.0 6,898 0.0

2,493,886 12.3  3,912,023 0.9  

翌年度へ繰り越しすべき財源 132,322 126,359 財政力指数(３ヶ年平均) 0.439 半島振興

0.0 29,000 △ 100.0  繰出金 3,946,088 11.9  過疎（一部）

発電用施設周

辺地域整備法

震災復興特別交付税 0 0.0 0

0.0  0 0.0  203,100 皆減

歳入歳出差引額 338,785 269,179 標準財政規模 19,787,658

0 0.0 1,544,503 2.7  投資、出資、貸付金 0

0 0.0  938,905 △ 71.0  

歳出総額 33,222,212 34,992,307 基準財政収入額 6,423,978 山村振興（一部）

53.7 10,052,353 0.9  積立金 272,579 0.8  

特定農山村

（一部）

普通交付税 10,140,490 30.2 10,140,490

辺地（一部） 特別交付税 1,586,056 4.7

歳入総額 33,560,997 35,261,486 基準財政需要額 14,960,345 中部圏

866 0.0  866 0.0  4,155 △ 79.2  豪雪 地方交付税 11,726,546 34.9 10,140,490 53.7区 分 平成２６年度 平成２５年度 区 分 平成２６年度 低開発（一部）

5,635,747 17.0  5,488,815 27.0  5,471,522 3.0  15,843 0.1 16,130 △ 1.8  長期債元利償還金

11,625,856 0.9  一時借入金利子

17.0  5,489,681 27.0  5,475,677 2.9  

普 通 会 計 歳 入 歳 出 決 算 収 支 の 状 況 普 通 会 計 財 政 指 標 等 の 状 況 指 定 団 体 等 の 状 況 15,843 0.0

45,597 0.2 101,671 △ 55.2  公債費 5,636,613

7.4  1,725,186 8.5  2,378,050 3.0  

平成26年3月31日 56,659

6.8  27.7  65.4  

0 0.0 0 0.0  上記以外に対するもの 2,450,450％ ％ ％ 0 0.0

45,597 0.1

1.0  213,978 1.1  407,752 △ 15.0  

住

基

平成27年3月31日 55,790

平成20年12月19日 平成21年3月

0.1 20,173 △ 1.9  一部事務組合分担金 346,626

0.4  

増加率(17/12) △ 3.3

2,135  8,652  20,492  

ゴルフ場利用税交付金 19,799 0.1 19,799

補助費等 2,797,076 8.4  1,939,164 9.6  2,785,802705,301 2.1 705,301 3.8 583,953 20.8  

8.3  

増加率(22/17) △ 6.4

基 本 構 想

議　   　決

実 施 計 画

策 定 年 月

実 施 計 画

期 間

平成17年

国勢調査

人 人 人

扶助費 4,843,943 14.6  1,522,970 7.5  4,472,61323,797 0.1 23,797 0.1 35,751 △ 33.4  平成７年 67,368 212 13,559  

6.2  

就

業

人

口

平成22年

国勢調査

人

平成21年～平成30年

729,203 2.1  341,288 1.7  650,755 12.1  0.1 38,949 0.2 20,803 87.2  維持補修費

△ 1.7  

平成１２年 63,963 318.02 201 １７年　　(人) ％ ％ ％ 38,949

物件費 3,785,939 11.4  2,816,968 13.9  3,853,03816,135 0.0 16,135 0.1 17,464 △ 7.6  

△ 1.0  

平成１７年 61,871 195 12,143  

1,736  7,348  19,043  

利子割交付金

うち職員給 3,732,929 11.2  3,145,425 15.5  3,771,184318,696 0.9 318,696 1.7 322,603 △ 1.2  人 人 地方譲与税

26.1  67.6  

地方消費税交付金

5,018,429 24.7  5,928,147 3.2  

国

勢

調

査

平成２２年 57,900 318.03 182人/k㎡２２年　　(人)

39.7 8,102,321 △ 1.4  人件費 6,120,418 18.4  第 ２ 次 産 業 第 ３ 次 産 業 地方税 7,989,531 23.8 7,494,491人 口 面 積 人 口 密 度 集中地区人口 区 分 第 １ 次 産 業

平成２６年度 構 成 比 経常一般財源 経常収支比率 平成２５年度 伸 率構 成 比 経常一般財源 構 成 比 平成２５年度 伸 率 区 分

Ⅱ － １ 歳 入 決 算 の 状 況 歳 出 性 質 別 決 算 の 状 況

決 算 状 況
市 町 村 名 七 尾 市

２６年度交付

税 種 地 区 分

Ⅰ － ２ 区 分 平成２６年度

平 成 ２ ６ 年 度

都道府県名 石川県

コ ー ド １ ７ ２ ０ ２ ２ 市 町 村 類 型

一般職員

うち技能労務職

教育公務員

消防職員 市町村民税

臨時職員

合

計

ラスパイレス指数

千円

千円

病院事業 千円

ケーブルテレビ事業 千円

世帯

人

円

円

円

公債費比率（単年度）　H24：14.5　H25：14.8　H26：15.2　　　　実質公債費比率（単年度） H24：15.9　H25：14.8　H26：15.0　　　公債費負担比率（単年度）　H24：24.8　H25：22.4　H26：24.0　　　起債制限比率（単年度）　Ｈ24：10.8　Ｈ25：10.4  Ｈ26：11.0　

98.2  14.9  91.8  

88.5  

492,000  2,100,000  3,600,000  6.00  12.10  1.50  0.30  市町村税　全体

法人均等割(７号法

人)

法人均等割(８号法

人)

法人均等割(９号法

人)

個人所得割 法人税割 固定資産税

192,000  480,000  市町村民税 98.7  24.9  95.4  3,000  60,000  144,000  156,000  180,000  

平成27年4月1日

法人均等割(６号法

人)

市町村税

徴収率の

状　　況

(Ｈ２６)

区 分 現年課税分 滞納繰越分 計

都市計画税 固定資産税 97.7  12.0  

個人均等割

法人均等割(１号法

人)

法人均等割(２号法

人)

法人均等割(３号法

人)

法人均等割(４号法

人)

法人均等割(５号法

人)

計 201,231 4,326,623 593  

適用税率(円、％) 

7,989,531 100.2 7,647,508 342,023 8,102,321 △ 1.4  

495,040 0 504,333 △ 1.8  

西岸財産区 － 0 0 0  合　　　　　　　計

△ 5.1  

観光施設事業 法非適 0 47,984 0  都市計画税 495,040 6.2

入湯税 116,862 1.5 116,862 0 123,121

0 627,454 △ 2.5  財政調整基金現在高　5,163,476 千円（平成26年度末）

公設地方卸売市場事業 法非適 △ 52,426 25,013 2  

被保険者１人当たりの費用 488,146 目的税 611,902 7.7 611,902

33,222,212 100.1 22,513,280 34,992,307 △ 5.1  

下水道事業 法非適 0 1,460,710 15  

0.0 0 0 0 0.0  歳　　出　　合　　計

0.0  

簡易水道事業 法非適 0 39,147 0  被保険者数１人当たり保険税額 105,159 法定外普通税 0

0.0  前年度繰上充用金 0 0.0 0 0特別土地保有税 0 0.0 0 0 0

0 0 0.0  

介護保険 － 79,426 953,708 18  加入世帯数１世帯当たり保険税額 172,134

0 0 0.0  諸支出金 0 0.0被保険者数(H27.3.31現在) 14,133 鉱山税 0 0.0 0

5,636,615 17.0 5,489,683 5,475,679 2.9  

後期高齢者医療保険 － 2,049 238,336 0  

5.6 448,794 0 469,976 △ 4.5  公債費

△ 26.2  

国民健康保険 － 40,671 451,216 11  加入世帯数(H27.3.31現在) 8,634 市町村たばこ税 448,794

1.4  災害復旧費 168,268 0.5 73,534 228,057軽自動車税 121,288 1.5 121,288 0 119,609

11.5 2,100,177 4,103,483 △ 7.0  

普通会計 0 純計相殺 8  普通会計からの繰入金 451,217

244,985 0 270,874 △ 9.6  教育費 3,817,740

△ 29.3  

法　適 △ 143,395 1,091,176 524  歳入歳出差引額 40,671 交納付金 244,985 3.1

△ 5.5  消防費 1,558,325 4.7 1,053,449 2,204,231償却資産 913,423 11.5 853,462 59,961 967,038

1,611,748 2,741,325 △ 10.4  

水道事業 法　適 274,906 19,333 15  歳出総額 6,898,969

124,979 1,897,222 0.4  土木費 2,455,177 7.4歳入総額 6,939,640 家屋 1,903,904 23.8 1,778,925

1,098,295 3.3 536,703 1,113,376 △ 1.4  

特 別 会 計 名 法適用の有無 実 質 収 支 額 普通会計繰入金 職 員 数

12.0 898,793 63,144 999,330 △ 3.7  商工費

1,749,498 5.3 1,123,160 2,289,064 △ 23.6  

特 別 会 計 の 状 況 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 の 状 況 土地 961,937

50.4 3,776,165 248,084 4,134,464 △ 2.7  農林水産業費

16,129 43,569 △ 59.5  

平成26年4月1日 92.9 平成25年4月1日 99.7 固定資産税 4,024,249

93,939 538,653 6.1  労働費 17,650 0.1671 198,652 2,961 議　　　員 平成27年4月1日 401,000

2,212,165 0.0  衛生費 3,487,242 10.5 2,511,926個人市民税 2,211,647 27.7 2,211,647 0

法人市民税 571,651 7.3 477,712

0 0 0 副　議　長 平成27年4月1日 428,000

民生費 8,704,128 26.2 4,515,236 8,261,515 5.4  2,783,298 35.0 2,689,359 93,939 2,750,818 1.2  140 36,148 2,582 議　　　長 平成27年4月1日 537,000

伸 率 総務費 4,283,531 12.9 3,235,792 4,598,719区 分 平成２６年度 構 成 比 標 準 税 率 分 超 過 税 率 分 平成２５年度0 0 0 教　育　長 平成24年4月1日 640,000

市 町 村 税 徴 収 状 況 議会費 245,743 0.7 245,743 239,31667 19,263 2,875 副　市　長 平成24年4月1日 740,000

平成２６年度 構 成 比 一 般 財 源 等 平成２５年度 伸 率

2.7  

△ 6.9  

3,693,973 △ 5.6  

100.0 18,874,036 100.0 35,261,486 △ 4.8  区 分

△ 8.5  歳 出 目 的 別 決 算 の 状 況

531 162,504 3,060 市　　　長 平成24年4月1日 920,000 歳　入　合　計 33,560,997

地方債 4,483,700 13.4 0 0.0 4,902,500

1,358,912 △ 26.9  

区 分 職 員 数

給 料 月 額

（ 千 円 ）

一 人 当 た り

（ 百 円 ）

区 分 改 定 年 月 日 一人当たり平均 月額

職

員

の

状

況

一　　般　　職　　員　（平成２７年４月１日現在) 特　　別　　職　　等　(平成２７年４月１日現在) 諸収入 993,307 3.0 12,899 0.1


